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    A Statistical Interpretation of the Aged Society in Japan 
                          Yasuhiro  Oda* 
                 * Aino University, Faculty of Nursing and Rehabilitation 
                                     Abstract 
   It does not seem that we have any sufficiently common ground for discussing the situation 
surrounding Japan's aged population. It would be productive to present not the conventional, 
stereotyped image of the socially vulnerable but a new, positive profile of the aged in Japan 
and their everyday life. 
   We have analyzed statistical data compiled by some government offices and examined 
every aspect of elderly people's life from various points of view shown below as key words. 
Because of the variety of their living conditions it is rather difficult to identify simple factors 
characteristic to the whole aged population that has reached about 27 million. Studies like 
this, however, will suggest a way of fitting social security schemes in Japan to the change 
towards a hyper—aging society. 
Key words : aging society (longer ALE and lower  TFR), family relationship, household 
         economy, social security, aged society (longevity society)
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〔論 説〕
日本 の 高 齢 者 像
統計的素描




る項目は,配 偶者や子どもとの関係,教 育や就業を通じた社会参加,所 得 ・消費 ・貯蓄 ・住宅な
どの経済状況,身 体的自立の状況から疾病と医療,介 護 と認知症に至る健康状態,最 終的な寿命
と死亡にわたる。 その結果,約2,700万人に及ぶ高齢者をめぐる状況は極めて多様であり,共 約
的な特徴を摘出することは簡単ではないことがわかる。 しかし,今 後こうしたデータを蓄積 して,
我が国の高齢社会の正確な位置づけを行い,エ ビデンスに基づ く社会保障制度の改革 と長寿社会
への道筋を明らかにしていくべきである。
キーワー ド:少子高齢化,家 族関係,家 庭経済,社 会保障,長 寿社会































高福祉の社会保障制度の維持 は困難になる。 しか し,
そこか ら直ちに自己責任を強調するのは単純すぎる見
方であろう。われわれは何歳 まで働き何歳まで自立 し
た暮 らしを送りたいと思 っているのか,自 立できな く
なった時にはどの範囲で(自 己責任でな く)社会連帯
によってお互いを支え合うべきであると考えるのか,
これか らはそ ういった困難な自己分析 と合意形成が
必要になるであろう。自己分析や合意形成の基本的な
作法 は客観的なデータに基づ く冷静 な(evidence-
based)認識と討論である。
以下では,高齢者の実態が広 く理解 され同 じ土俵の
上 に立 った議論が可能 となるよう,比較的簡単 に入手
できる各種の政府統計を利用 して日本の高齢者のプロ
フィールと日常生活の姿を素描 してみたい。「日常生




本稿の構成 は次のとおりである。 まず,与 えられた
問題状況 としての高齢社会の姿をⅡで確認 した後,皿
およびⅣで 「日常生活」を家庭生活(家 族 との関係)
と職業生活(社 会 との関係)に 分 けてそれぞれ俯瞰 す
る。引き続いて,こ うした 「日常生活」を支える経済
状況 と健康状況についてそれぞれVお よびⅥ として検






















は既に3倍加 した超高齢社会に突入 している。 これに
対 し,ドイツは42年,イギ リスは46年,デンマーク













める。 この とき65歳以上人 口約3,400万人,高 齢化
率は27%で国民のおよそ4人 に1人 が高齢者になる。
20年後の2035年に総人口約1億1,100万人 とさらに
減 るが,65歳以上人 口は約3,700万人,高 齢化率 は








に人口を減 らしなが ら引き続き高齢化 し続けていくの
である。
































は,ア メリカ,フ ランス,北欧等より低 く,ドイツ,




























「都市化」 とそれに伴 う生活利便の向上がある。 多 く
の先進国と同様,戦 後の経済成長期に日本の都市への
人口集積 も著 しく進行 した。 総人口1億2,777万人の
うち16大都市(政 令指定都市)の 人 口が約3,151万
人で大都市居住者が約25%を占める。 首都圏(埼 玉
県 ・千葉県 ・東京都 ・神奈川県),関西圏(京 都府 ・














































近年,夫 婦を構成 しない未婚者 ・離別者および夫婦
を再構成 した双方またはいずれかが再婚者*である割
合が男女 ともに上昇 しており,高齢者の配偶関係は多










子育てを終え,(多 くの場合成人 した)子 供と同居
している高齢者 は少な くない。1980年代には高齢者の
約7割 が子供 と同居 していたが,現在では,子供 と同




ていないが 「子 ども夫婦 との同居」 は減少 し,全体 と
して同居率は年々低下する傾向にある。年齢が高い女
性は配偶者 との死別割合が高 く,それを契機 とした再




る子供 との接触頻度は低い(内 閣府 「高齢者の生活 と
意識に関する国際比較調査」平成13年)。このように,
高齢者は子供か らは比較的独立 している。 しか し,近
年話題にな っているように子供の方が成人 して 「独
立」 したかどうかはまた別の問題である。
N.社 会 参 加
*再婚時の年齢は男女 とも30～34歳が最も多いが,こ れ














報告書」平成16年3月)。彼 らが職業生活 に入 った
1960年代～1970年代の日本は産業の高度化が進行 し
た時期で,新卒者として多 くが第2次,第3次 産業に




等教育への進学率†を徐々に引 き上 げつつ地方か ら都
市へ移動 した。進学 しなかった者 も含めそのまま都市
部でサラリーマ ンとして就職 した者 はこの世代の約7
割を占める(内閣府 「高齢社会白書」平成19年)。そ
して,彼 らの最初の1人 が定年‡を迎えた2007年には,
労働 力不足 や退職金負担 の問題を生 じた。 これが
「2007年問題」 である。そ して,団 塊世代の最後の1
人が65歳以上 になるとき(高齢者は約3,300万人に
な る)に生 じるであろ う医療 ・介護負 担の問題 を
「2015年問題」 という。













































が近所 との交流が ほとん どな く,男性29%:女性
21%が親 しい友人がいない(以 上,内 閣府 「高齢者
の生活と意識に関する国際比較調査」平成13年)。
過去1年 間(平 成17年10月20日～18年10月19
日)に何 らかの 「趣味 ・娯楽」を行った高齢者は1,701
万人で高齢者人口に占める割合(行 動者率)は69%
(男性72%:女性66%)である。その内容 は男女 とも
「園芸 ・庭い じり ・ガーデニ ング」(男性37%:女
39%)が最 も高 く,次いで 「趣味としての読書」(男性
28%:女性25%),以下,男 性は 「日曜大工」(24%),
女性は 「編み物 ・手芸」(17%)となっている。また,
過去1年 間にインターネッ トを利用 した高齢者は373
万人で,行 動者率は15%(男性21%:女性11%)で
およそ6人 に1人 が利用 している。「インターネット
の利用」の種類別に行動者率をみると,「電子 メール」
が11%と最 も高 く,次 いで 「情報検索及びニュース
等の情報入手」 が7%,「商品やサービスの予約 ・購
入,支 払いなどの利用」が4%な どとなっている。さ
らに,過 去1年 間 に国内観光旅行 を した高齢者 は
1,068万人 で,行 動 者 率 は43%(男性46%:女 性
41%)。また,海 外観光旅行をした高齢者は153万人














る。(以上,警 察庁 「犯罪統計書」 平成12年/消防
庁 「消防白書」平成12年)。















*近年増加 している,い わゆる 「オレオ レ詐欺」事件の被









が多い。 しか し,世帯人員1人 当たり平均所得金額は
186万円となり,全 世帯平均206万円と比べて遜色な




















は,出費の節約,貯 蓄の取 り崩 し,子供からの支援で
凌いでいる(内閣府 「高齢者の経済生活に関する意p
調査」平成12年)。消費の内訳としては食料費 とその




2.貯 蓄 と住宅(ス トック)







































































業者等の場合16,900円まで毎年少 しずつ引 き上 げら
れることが決まっている。また,保険料以外の財源 と
して基礎年金給付費のおよそ1/3相当の国庫補助が























持つ生活保護制度†がある。これ は,年齢 や貧困 に
陥った原因を問わず,無 差別平等に国家責任で一般世
帯の7割 弱の水準の生活を保障するために食費,衣 類











入院者を除 く65歳以上の高齢者の うち,自分 の健


















を訴えている。また,65歳以上 の1割 以上が病院 ・
施術所等に通院する原因としてあげる疾患は 「高血圧
†生活保護の財源は全額公費であり,受給に当たっては厳
しい ミーンズテス ト(資産調査)が 行われるので,制度
の利用にはいわゆるスティグマ(恥辱感)を 伴 う。年間












維持 している者が多い。 しか しなが ら,健康で活発な
わが国の高齢者も,男女別では女性,年 齢別では年齢





ビスの利用頻度は高 く 「ほぼ毎 日」から 「月に1回 く






当たる。65歳以上人 口の4%が 入院 し,約12%が外


















































































Ⅶ.長 寿 社 会
1.介護と認知症

























歳以上の3%に 相当する(以上,厚 生労働省 「介護保
険事業状況報告年報」平成18年度)。入院患者と併せ
163万人†(65歳以上の6%程 度)が 施設に暮 らして
いる。
施設にいる高齢者の中にも在宅者の中にも認知症に





























*人 口 千 人 当 た り病 床 数14.1,病床100床 当 た り 医 師 数
14.3,病床100床 当 た り看 護 師 数63.2が日本 の水 準 で あ
るが,フ ラ ンスで は同 じ順 で7.5,45.6,103.1であ り,
ア メ リカ に至 って は 同 じ順 で3.2,75.9,233.0に達 す る
(OECD"HealthDate2007")。一 般 に,日 本 の 人 口当
た り病 床 数 は 欧 米 の3倍,病 床 当 た り医 師 数 は 欧 米 の

























あ ったケースは12%に止 まる(以上,厚 生労働省
「人口動態統計」平成17年)。その結果,人 の死が日
常から隔離 されて単なる治療の終局 と認識 される傾向
も指摘されており,肉体の消滅のみならず精神や魂の













対応 して引き上げ られ る仕組みになっている。65歳
以上の高齢者(第1号 被保険者)の 保険料は全国平均
で月額4,090円に止まり,こ れで賄える介護費用は給
*平均寿命か ら介護等を要 し自立 した生活ができない期間
を減 じた値で,WHOが2002年に提唱した概念である。
しかし,その算出方法には不明の点が多い。







付費全体の2割 弱に止 まる。3割 強は65歳未満世代
の保険料か ら,残余の5割 は国 ・都道府県 ・市町村の















(居宅サービス2.7兆円:地 域密着型 サー ビス0.3兆

















多様な生活実態 ・意識に応 じ,地域での暮 らしの中で
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＼ 保障の 「構造改革」が制度の財政的持続可能性を強調す
るあまり給付抑制に走って少子化等の課題に十分に対応
できず,ま た 「医療崩壊」等改革の過程で新たに問題を
生 じているとして,国 民生活の安全と安定に必要なサー
ビスを確保する社会保障の 「機能強化」への転換とその
ための財源確保を打ち出 した。
*65歳以上人口が総人口の1割 を超えたことが明 らかに
なったのは1985年の国勢調査である。 その直前の1983
年には増え続ける老人医療費の分担関係を再編する老人
保健制度が成立 している。
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